
 

 
 
 

令和 6 年度決算 

益田市の財務報告書 

～統一的な基準による財務書類～ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和 8 年 6 月 

島根県益田市 

 

萩・石見空港マラソン全国大会キャラクター 
空 run ちゃん

萩・石見空港オリジナルキャラクター 
トビーくん



 

 

 
 
 
 
 
 

 １ 概 要

 １－１　はじめに　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 1

 　１－２　対象となる会計範囲　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 2

 　１－３　作成基準日　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 2

 ２ 令和 6 年度の決算状況 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 3

 ３ 各財務書類の説明

 ３－１　貸借対照表　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 4

 　３－２　行政コスト計算書　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 5

 　３－３　純資産変動計算書　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 5

 　３－４　資金収支計算書　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 6

 ４ 財務書類からわかる財務指標（一般会計等）

 ① 歳入額対資産比率　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 7

 ② 有形固定資産減価償却率　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 8

 ③ 純資産比率　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 9

 ④ 社会資本等形成の世代間負担比率（将来世代負担比率）　・・・・・ 10

 ⑤ 受益者負担比率　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 11

 ⑥ 住民一人当たりの指標　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 12

 ５ 財務書類の前年度比較（一般会計等）　・・・・・・・・・・・・・・ 13

 ６ 財務書類 4 表の用語解説　 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 15

 ７ 注記（一般会計等）　 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 21

目　次 



- 1 - 

１ 概 要 

 

１－１ はじめに 
 
地方公会計の改革については、「行政改革の重要方針（平成 17 年 12 月 24 日閣議決定）」、

「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律（平成 18 年 6 月 2 日法
律第 47 号）」、「経済財政運営と構造改革に関する基本方針 2006（平成 18 年 7 月 7 日閣議決
定）」、「経済財政改革の基本方針 2007（平成 19 年 6 月 19 日閣議決定）」等において、その推
進が要請され、平成 21 年度までに民間企業会計的な手法を取り込んだ財務書類を整備するこ
ととされました。 

この公会計改革による財務書類４表（貸借対照表、行政コスト計算書、純資産変動計算書、
資金収支計算書）の作成に当たっては、「新地方公会計制度研究会報告書」（平成 18 年 5 月 18
日公表）及び「新地方公会計制度実務研究会報告書」（平成 19 年 10 月 17 日公表）で示され
た「基準モデル」又は「総務省方式改訂モデル」を活用して、その推進に取組むこととされま
した。 

そのため、本市においては平成 27 年度決算までは、多くの自治体が採用している「総務省
方式改訂モデル」に基づいて、財務書類を作成してきました。 

 
しかしながら、財務書類の作成方式が複数あり、比較可能性の確保に課題があるほか、公

共施設等のマネジメントに資する固定資産台帳の整備が十分でないといった課題があったこ
とから、平成27年1月23日には、総務大臣通知として、「統一的な基準による地方公会計の
整備促進について」が発出され、平成28年度決算分から統一的な基準に基づく財務書類の作
成及び固定資産台帳整備について、正式な要請がされました。 

 
これに基づいて本市においては、平成26年度から固定資産台帳の整備等に着手し、平成28

年度決算から統一的な基準に基づく財務書類を作成しています。 
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１－２ 対象となる会計範囲 
 
統一的な基準による財務書類の作成単位は次のようなものがあります。 
（１）一般会計及び地方公営事業会計以外の特別会計からなる『一般会計等財務書類』 
（２）一般会計等に地方公営事業会計を加えた『全体財務書類』 
（３）全体財務書類に地方公共団体の関連団体を加えた『連結財務書類』 

 
 
 

１－３ 作成基準日 
 

作成基準日は、令和 7 年 3 月 31 日を基準日としています。 
令和 7 年 4 月 1 日から令和 7 年 5 月 31 日までの出納整理期間の収支については、基準日ま

でに終了したものとして処理をしています。 
 

 

 

 

一般会計等 全 体 連 結
【地方公営事業会計】
① 国民健康保険事業特別会計（事業勘定）
② 国民健康保険事業特別会計（診療施設勘定）
③ 介護保険特別会計
④ 後期高齢者医療特別会計
⑤ 駐車場事業特別会計
⑥ 土地区画整理事業特別会計
⑦ 下水道事業会計
⑧ 水道事業会計

① 島根県市町村総合事務組合
② 島根県後期高齢者医療広域連合
③ 益田地区広域市町村圏事務組合
④ 株式会社益田市総合サービス
⑤ 株式会社エイト

① 一般会計
② 市有林事業特別会計
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２ 令和 6 年度の決算状況 

 
財務書類（統一的な基準）による決算報告 
 

『一般会計等』における令和 6 年度決算の状況は、次のとおりです。 

 
 

矢印は各表で一致する部分を指しており、それぞれの財務書類が相互に関連しています。 

純資産変動計算書

百万円

25,264
64,394 百万円

百万円

107 百万円 20

百万円

本年度純資産変動額 △ 542

967 百万円

1,164 百万円

貸借対照表 行政コスト計算書

百万円967

△ 527 64,935 百万円百万円

百万円 25,984 百万円 807 百万円34,958

資金収支計算書

百万円

資産

うち現金預金

負債 経常費用 経常収益

臨時損失 臨時利益

本年度末現金預金残高

前年度末純資産残高

本年度末純資産残高

99,351

百万円

　うち純行政コスト 25,264

純資産

純行政コスト

本年度資金収支額

64,394 百万円

331 百万円本年度末歳計外現金残高

前年度末資金残高
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３ 各財務書類の説明 

 
３－１ 貸借対照表 
 

(1)　貸借対照表とは 
一般の会社などが決算の時に発表する貸借対照表（バランスシート）に当たり、年度末

時点で益田市が住民サービス提供のために保有する土地・建物・現金・基金等の財産（資
産）と、それらの資産を形成するために要した財源（負債・純資産）などの残高（ストッ
ク情報）を表しています。 

(2)　貸借対照表の概要 

 
※下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。 

令和7年3月31日現在 （単位：百万円）

一般等 全体 連結 一般等 全体 連結

資産 負債
固定資産 93,999 113,305 116,739 固定負債 30,737 44,578 45,302

有形固定資産 88,831 109,434 111,998 地方債 24,671 31,706 31,806
無形固定資産 236 237 246 長期未払金 288 288 292
投資その他の資産 4,932 3,634 4,496 退職手当引当金 5,304 5,304 5,859

損失補償等引当金 - - -
その他 474 7,280 7,346

流動資産 5,352 7,641 8,012 流動負債 4,220 5,176 5,315
現金預金 967 2,990 3,301 1年以内償還予定
未収金 32 221 222 地方債 3,267 3,951 3,981
短期貸付金 1 1 1 未払金 150 355 370
基金 4,336 4,336 4,354 未払費用 - - 18
棚卸資産 19 51 55 前受金 - - -
その他 0 48 84 前受収益 - - -
徴収不能引当金 △ 3 △ 5 △ 5 賞与等引当金 305 345 404

預り金 331 331 331
その他 168 195 211

34,958 49,754 50,617
繰延資産 - - - 64,394 71,192 74,134

99,351 120,946 124,751 99,351 120,946 124,751資産合計

負債合計
純資産合計

負債及び純資産合計
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３－２ 行政コスト計算書 
 

(1)　行政コスト計算書とは 
一般の会社などが決算の時に発表する損益計算書に当たり、資産形成だけでなく、人的

サービスや給付サービスなど資産形成につながらない行政サービスを提供するため、1 年
間にどの分野にどのようなコスト（費用）がかかり、使用料及び手数料等の収益がいくら
あるのかを把握することができます。 

(2)　行政コスト計算書の概要 

 
※下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。 

 
３－３ 純資産変動計算書 
 

(1)　純資産変動計算書とは 
一般の会社などが決算の時に発表する株主資本等変動計算書に当たり、貸借対照表の

純資産の部に計上されている各数値が、1 年間でどのように変動したかを明示する財務書
類で、当該年度におけるこれまでの世代の負担分の増減を把握することができます。 

(2)　純資産変動計算書の概要 

　　　　  
※下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。 

令和6年4月1日～令和7年3月31日 （単位：百万円）
一般等 全体 連結

経常費用 A 25,984 37,497 44,586
業務費用 12,590 14,778 16,557

人件費 3,772 4,200 5,104
物件費等 8,387 9,882 10,584
その他の業務費用 431 696 869

移転費用 13,393 22,719 28,029
経常収益 B 807 1,849 2,016

使用料及び手数料 307 1,284 1,328
その他 500 565 688

C 25,177 35,648 42,570
臨時損失 D 107 152 254
臨時利益 E 20 20 25

F 25,264 35,780 42,799

純経常行政コスト(A-B)

純行政コスト(C+D-E)

令和6年4月1日～令和7年3月31日 （単位：百万円）
一般等 全体 連結

前年度末純資産残高 A 64,935 71,551 74,496
純行政コスト（△） B △ 25,264 △ 35,780 △ 42,799
財源 C 24,809 35,486 42,503

税収等 17,405 21,640 24,749
国県等補助金 7,405 13,846 17,754

D △ 455 △ 294 △ 297
資産評価差額 E - - -
無償所管換等 F △ 100 △ 79 △ 78
比例連結割合の変更に伴う差額 G - - 0
その他 H 13 13 13

I △ 542 △ 360 △ 361
J 64,394 71,192 74,134

本年度差額(B+C)

本年度純資産変動額(D+E+F+G+H)
本年度末純資産残高(A+I)
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３－４ 資金収支計算書 
 

(1)　資金収支計算書とは 
一般の会社などが決算の時に発表するキャッシュフロー計算書に当たり、益田市が各

種の事業を実施するため、1 年間に出入りをした資金の動きを表しています。 
また、業務活動（支払利息支出を除く）と投資活動（基金積立金支出及び基金取崩収入

を除く）の収支を合算したものを業務・投資活動収支といいます。収支がプラスの場合は、
経費や固定資産の形成に係る支出が借金に頼らないで、税金などの収入で賄われているこ
とを示します。 

(2)　資金収支計算書の概要 

 
※下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。 

 

令和6年4月1日～令和7年3月31日 （単位：百万円）
一般等 全体 連結

A 2,230 2,807 2,651
業務支出 ① 22,677 33,508 40,457
業務収入 ② 24,936 36,347 43,140
臨時支出 ③ 67 71 71
臨時収入 ④ 39 39 39

B △ 874 △ 1,396 △ 1,253
投資活動支出 ⑤ 2,314 3,286 3,672
投資活動収入 ⑥ 1,439 1,890 2,419

C 1,327 1,424 1,292
D △ 1,883 △ 1,960 △ 1,985

財務活動支出 ⑦ 3,961 4,675 4,730
財務活動収入 ⑧ 2,078 2,715 2,745

E △ 527 △ 549 △ 586
前年度末資金残高 F 1,164 3,208 3,557
比例連結割合変更に伴う差額 G - - 0

H 637 2,659 2,971

前年度末歳計外現金残高 I 330 330 330
J 1 1 1
K 331 331 331
L 967 2,990 3,301

本年度末歳計外現金残高(I+J)

本年度資金収支額(A+B+D)

本年度歳計外現金増減額

本年度末現金預金残高(H+K)

業務活動収支(②-①+④-③)

投資活動収支(⑥-⑤)

業務・投資活動収支
財務活動収支(⑧-⑦)

本年度末資金残高(E+F+G)
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４ 財務書類からわかる財務指標（一般会計等） 

 

 
 
 
①歳入額対資産比率 
 

資産合計÷歳入総額※　※歳入総額…本年度収入合計＋前年度末資金残高 
 

比較
(R6-R5)

① 歳入額対資産比率 3.15年 3.31年 3.16年 3.36年 3.35年 △ 0.01年

② 有形固定資産減価償却率 64.6％ 65.4％ 66.0％ 67.5％ 69.1％ 1.6％

③ 純資産比率 61.4％ 63.0％ 63.8％ 64.2％ 64.8％ 0.6％
社会資本形成の世代間負担比率
（将来世代負担比率）

自律性 ⑤ 受益者負担比率 2.9％ 3.6％ 3.6％ 3.2％ 3.1％ △ 0.1％

住民一人当たり資産額 223.3万円 228.6万円 231.5万円 231.5万円 231.1万円 △ 0.4万円

住民一人当たり負債額 86.2万円 84.6万円 83.7万円 83.0万円 81.3万円 △ 1.7万円

住民一人当たり行政コスト 59.8万円 52.0万円 54.8万円 57.8万円 58.8万円 1.0万円

⑥

資産形成度

④
世代間公平性

24.4％ 23.9％ 0.1％23.3％

R2 R3 R6指標 R4

23.5％

R5

23.2％

これまでに取得した資産（道路、橋、公園、学校など）が、歳入額の何年分に相当するかを表
しています。 

令和 6 年度については、地方債発行収入等の減少により分母である歳入総額は減少しました
が、経年による減価償却により分子である資産合計も減少しました。歳入総額よりも資産合計の
減少割合が大きかったため、0.01 年減少し3.35 年となりました。 

 

 
 

（単位：百万円） R2 R3 R4 R5 R6
資産合計 101,900 102,818 102,690 101,193 99,351
歳入総額 32,358 31,075 32,486 30,119 29,656
歳入額対資産比率（年） 3.15 3.31 3.16 3.36 3.35

2.00

2.50

3.00

3.50

4.00

4.50

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

R2 R3 R4 R5 R6

資産合計 歳入総額 歳入額対資産比率（年）
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②有形固定資産減価償却率 
 

減価償却累計額÷（有形固定資産取得価額等－非償却資産取得価額等） 
 

有形固定資産のうち、土地等の非償却資産を除く資産が耐用年数に対して取得からどの程度経
過しているかを表しており、100％に近いほど老朽化が進んでいるといえます。 

令和 6 年度については、益田運動公園グリーン広場改修等によりインフラの工作物が増加し
ましたが、これまでに取得した資産から生じる減価償却費の増加が大きいため、前年度比で 1.6
ポイント増加しました。 

今後は、老朽化した資産を計画的に更新していくことが課題となります。 
 

 
 

 

（単位：百万円） R2 R3 R4 R5 R6
減価償却累計額 92,858 95,451 98,349 101,052 104,003
取得価額等 143,744 145,938 148,965 149,740 150,419
有形固定資産減価償却率（％） 64.6 65.4 66.0 67.5 69.1

54.0

56.0

58.0

60.0

62.0

64.0

66.0

68.0

70.0

0
20,000
40,000
60,000
80,000

100,000
120,000
140,000
160,000
180,000
200,000

R2 R3 R4 R5 R6

減価償却累計額 取得価額等 有形固定資産減価償却率（％）
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③純資産比率 
 

純資産÷資産合計 
 

資産全体に対する現世代の負担により形成された割合を表しています。この比率が高いほど負
債（将来世代の負担）の割合が少ないことになりますが、現世代と将来世代との負担のバランス
を取ることも必要となります。 

令和 6 年度については、純行政コストが税収等の財源を上回ったことにより、分子である純
資産が減少しましたが、経年による減価償却により分母である資産合計も減少しました。純資産
よりも資産合計の減少割合が大きかったことにより、純資産比率は 0.6 ポイント増加していま
す。これは将来世代の負担が減少したことを示しています。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（単位：百万円） R2 R3 R4 R5 R6
純資産 62,584 64,753 65,550 64,935 64,394
資産合計 101,900 102,818 102,690 101,193 99,351
純資産比率（％） 61.4 63.0 63.8 64.2 64.8

55.0
56.0
57.0
58.0
59.0
60.0
61.0
62.0
63.0
64.0
65.0

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

R2 R3 R4 R5 R6

純資産 資産合計 純資産比率（％）



- 10 - 

④社会資本等形成の世代間負担比率（将来世代負担比率） 
 

地方債残高※÷有形・無形固定資産  
※地方債残高は、臨時財政対策債、減税補てん債、減収補てん債特例分を除いたもの。 

 
有形・無形固定資産などの社会資本等に対して、将来の償還等が必要な負債による調達割合を

算定することで、社会資本等形成に係る将来世代の負担を表しています。 
令和 6 年度については、地方債の償還額が発行額を上回り、分子である地方債残高が減少しま

しが、分母のうち有形・無形固定資産も経年による減価償却により減少しています。地方債残高
より有形・無形固定資産の減少割合が大きかったことにより、比率は 0.1 ポイント増加しました。
比率は依然として高い水準にあり、今後も将来世代への過度な負担とならないよう注意していく
必要があります。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（単位：百万円） R2 R3 R4 R5 R6
地方債残高 22,630 22,019 21,730 20,984 20,752
有形・無形固定資産 92,678 92,147 92,390 90,453 89,067
社会資本形成の世代間負担比率（％） 24.4 23.9 23.5 23.2 23.3

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

35.0

40.0

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

R2 R3 R4 R5 R6

地方債残高 有形・無形固定資産 社会資本形成の世代間負担比率（％）
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⑤受益者負担比率 
 

経常収益÷経常費用 
 

行政サービスの提供に対する受益者の負担割合を表しています。 
令和 6 年度については、社会保障給付の増加により分母である経常費用が増加し、施設貸付

事業特別会計の廃止によるその他経常収益の減少により分子である経常収益は減少しました。
その結果、比率は 0.1 ポイント減少しました。 

受益者負担の割合が低いということは負債額が増え、将来世代への負担の先送りにもつなが
るため、適正な負担割合の検討が今後の課題と言えます。 

 

 
 

（単位：百万円） R2 R3 R4 R5 R6
経常収益 817 867 888 822 807
経常費用 28,153 24,034 24,894 25,908 25,984
受益者負担比率（％） 2.9 3.6 3.6 3.2 3.1
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⑥住民一人当たりの指標 

 

  
●住民一人当たり資産額 

令和 6 年度においては、経年による減価償却により分子である資産合計が減少し、分母
である住民基本台帳人口も減少しました。住民基本台帳人口よりも資産合計の減少割合が大
きかったことにより、住民一人当たり資産額については前年比で減少しました。 

 
●住民一人当たり負債額 

令和 6 年度においては、地方債の償還額が発行額を上回ったことで分子である負債合計が
減少し、分母である住民基本台帳人口も減少しました。住民基本台帳人口よりも負債合計の減
少割合が大きかったことにより、住民一人当たり負債額については前年比で減少しました。 

 
●住民一人当たり行政コスト 

令和 6 年度においては、資産除売却損の減少により分子である純行政コストが減少し、分
母である住民基本台帳人口も減少しました。純行政コストよりも住民基本台帳人口の減少割
合が大きかったことにより、住民一人当たり行政コストについては前年比で増加しました。 

 

（単位：万円） R2 R3 R4 R5 R6
資産合計 10,190,031 10,281,755 10,269,014 10,119,298 9,935,114
負債合計 3,931,679 3,806,464 3,714,003 3,625,777 3,495,752

純行政コスト 2,730,315 2,340,523 2,429,430 2,527,442 2,526,407
住民基本台帳人口（人）※ 45,635 44,976 44,355 43,708 42,986
※住民基本台帳人口は、各年度の1月1日現在の数値を用いています。

住民一人当たり資産額 住民一人当たり負債額 住民一人当たり行政コスト

R2 223.3万円 86.2万円 59.8万円
R3 228.6万円 84.6万円 52.0万円
R4 231.5万円 83.7万円 54.8万円
R5 231.5万円 83.0万円 57.8万円
R6 231.1万円 81.3万円 58.8万円

0.0万円

50.0万円

100.0万円

150.0万円

200.0万円

250.0万円
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５ 財務書類の前年度比較（一般会計等） 

 
貸借対照表 

 
※下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。 
※比較数値は、百万円単位の数値を差引きしたものです。 
 
行政コスト計算書 

  
※下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。 
※比較数値は、百万円単位の数値を差引きしたものです。 

（単位：百万円）
比較 比較

(R6-R5) (R6-R5)

99,062 98,010 97,568 95,546 93,999 △ 1,547 34,770 33,687 32,964 31,693 30,737 △ 956
有形固定資産 92,649 92,105 92,331 90,381 88,831 △ 1,550 地方債 28,739 27,887 27,122 25,997 24,671 △ 1,326
無形固定資産 29 42 59 72 236 164 長期未払金 - - - - 288 288
投資その他の資産 6,384 5,863 5,177 5,093 4,932 △ 161 退職手当引当金 5,575 5,482 5,394 5,339 5,304 △ 35

損失補償等引当金 - - - - - -
その他 456 317 448 357 474 117

2,838 4,807 5,123 5,647 5,352 △ 295 4,547 4,377 4,176 4,565 4,220 △ 345
現金預金 1,119 2,366 1,635 1,494 967 △ 527 1年以内償還予定
未収金 105 23 28 26 32 6 地方債 3,776 3,648 3,420 3,799 3,267
短期貸付金 1 1 1 1 1 0 未払金 0 0 0 - 150 150
基金 1,619 2,401 3,443 4,109 4,336 227 未払費用 - - - - - -
棚卸資産 19 19 19 19 19 0 前受金 - - - - - -
その他 1 1 - 1 0 △ 1 前受収益 - - - - - -
徴収不能引当金 △ 25 △ 3 △ 3 △ 2 △ 3 △ 1 賞与等引当金 252 244 256 291 305 14

預り金 318 333 342 330 331 1
その他 200 152 158 144 168 24

39,317 38,065 37,140 36,258 34,958 △ 1,300

62,584 64,753 65,550 64,935 64,394 △ 541
101,900 102,818 102,690 101,193 99,351 △ 1,842 101,900 102,818 102,690 101,193 99,351 △ 1,842

R2 R3 R6

流動資産

固定資産

流動負債

固定負債

R5資産 負債 R5R6 R4R2 R3 R4

資産合計 負債及び純資産合計

△ 532

負債合計
純資産合計

（単位：百万円）
比較

(R6-R5)

経常費用 A 28,153 24,034 24,894 25,908 25,984 76
業務費用 11,259 11,225 11,988 12,505 12,590 85

人件費 3,515 3,397 3,471 3,866 3,772 △ 94
物件費等 7,400 7,463 7,999 8,302 8,387 85
その他の業務費用 344 364 518 337 431 94

移転費用 16,895 12,810 12,907 13,403 13,393 △ 10
経常収益 B 817 867 888 822 807 △ 15

使用料及び手数料 322 320 314 317 307 △ 10
その他 496 547 573 505 500 △ 5

C 27,336 23,167 24,007 25,086 25,177 91
臨時損失 D 73 264 298 228 107 △ 121
臨時利益 E 106 26 11 40 20 △ 20

F 27,303 23,405 24,294 25,274 25,264 △ 10

R3 R6

純経常行政コスト(A-B)

純行政コスト(C+D-E)

R2 R5R4
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純資産変動計算書 

 
※下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。 
※比較数値は、百万円単位の数値を差引きしたものです。 
 
 

資金収支計算書 

  
※下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。 
※比較数値は、百万円単位の数値を差引きしたものです。 
 

（単位：百万円）
比較

(R6-R5)

前年度末純資産残高 A 61,861 62,584 64,753 65,550 64,935 △ 615
純行政コスト（△） B △ 27,303 △ 23,405 △ 24,294 △ 25,274 △ 25,264 10
財源 C 28,147 25,707 25,268 24,574 24,809 235

税収等 16,389 17,231 17,042 17,158 17,405 247
国県等補助金 11,758 8,475 8,226 7,416 7,405 △ 11

D 843 2,302 974 △ 700 △ 455 245
資産評価差額 E - - - - - -
無償所管換等 F 13 △ 132 △ 177 96 △ 100 △ 196
その他 G △ 134 - 0 △ 11 13 24

H 723 2,169 797 △ 615 △ 542 73
I 62,584 64,753 65,550 64,935 64,394 △ 541本年度末純資産残高(A+H)

R2 R3 R6

本年度差額(B+C)

本年度純資産変動額(D+E+F+G)

R4 R5

（単位：百万円）
比較

(R6-R5)

A 3,399 4,180 3,224 2,114 2,230 116
業務支出 ① 24,725 20,956 21,765 22,677 22,677 0
業務収入 ② 28,162 25,260 25,115 24,868 24,936 68
臨時支出 ③ 44 178 243 96 67 △ 29
臨時収入 ④ 6 53 117 20 39 19

B △ 1,494 △ 1,912 △ 2,951 △ 1,484 △ 874 610
投資活動支出 ⑤ 2,600 3,931 5,321 2,598 2,314 △ 284
投資活動収入 ⑥ 1,106 2,019 2,370 1,114 1,439 325

C 2,224 3,065 502 1,104 1,327 223
D △ 1,683 △ 1,035 △ 1,013 △ 759 △ 1,883 △ 1,124

財務活動支出 ⑦ 4,189 3,978 3,864 3,583 3,961 378
財務活動収入 ⑧ 2,506 2,943 2,851 2,823 2,078 △ 745

E 222 1,233 △ 740 △ 129 △ 527 △ 398
前年度末資金残高 F 578 800 2,033 1,294 1,164 △ 130

G 800 2,033 1,294 1,164 637 △ 527

前年度末歳計外現金残高 H 301 318 333 342 330 △ 12
I 17 15 9 △ 12 1 13
J 318 333 342 330 331 1
K 1,119 2,366 1,635 1,494 967 △ 527

R2 R3 R6

本年度末資金残高(E+F)

本年度歳計外現金増減額

R4 R5

本年度末歳計外現金残高(H+I)
本年度末現金預金残高(G+J)

業務活動収支(②-①+④-③)

投資活動収支(⑥-⑤)

業務・投資活動収支
財務活動収支(⑧-⑦)

本年度資金収支額(A+B+D)
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６ 財務書類４表の用語解説 

 

●貸借対照表 
 勘定科目 内容説明

 【資産の部】

 固定資産 土地や建物などで 1 年を超えて利用する資産

 有形固定資産 固定資産のうち現物確認ができる資産

 事業用資産 インフラ資産及び物品以外の有形固定資産

 土地 庁舎、福祉施設、教育施設などの土地

 　  立木竹 地面から生えている立木と立竹

 　  建物 庁舎、福祉施設、教育施設など

 　  工作物 プール、テニスコート、ごみ処理施設など

 　  船舶 水上を航行する乗り物

 　  浮標等 浮標、浮桟橋、（船舶の修理の）浮きドック

 　  航空機 人が乗って空を飛ぶことができる乗り物

 　  その他 事業用資産のうち勘定科目に該当がない資産

 　  建設仮勘定 建設中の事業用資産に支出した金額

 インフラ資産 道路、河川、港湾、公園、防災（消防施設を除く）、上下水道施設に限定される

 　  土地 インフラ資産とされた施設などの底地

 　  建物 インフラ資産とされた施設などの建物

 　  工作物 道路、公園、護岸工事、橋りょう、上下水道など

    その他 上記以外のインフラ資産

 　  建設仮勘定 建設中のインフラ資産に支出した金額

 　 物品 車両、物品、美術品

 無形固定資産 物的な存在形態をもたない資産、地上権、著作権、特許権など

 　 ソフトウェア 研究開発費に該当しないソフトウェア製作費

 　 その他 ソフトウェアを除く無形固定資産

 
投資その他の資産

投資及び出資金、投資損失引当金、長期延滞債権、長期貸付金、基金、徴収不

能引当金など

 投資及び出資金 有価証券、出資金など

 有価証券 株券、公債証券などの債券など

    出資金 公有財産として管理されている出資など

 その他 有価証券、出資金を除く投資及び出資金

 投資損失引当金 投資及び出資金の実質価額が著しく低下した場合に計上する引当金

 
長期延滞債権

滞納繰越調定収入未済分（債権としての金額が確定していて、入金となってい

ないもの）

 長期貸付金 貸付金のうち流動資産に区分されるもの以外

 基金 流動資産に区分される基金以外の基金
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 勘定科目 内容説明

 減債基金 地方債の償還のための積立金で、流動資産に区分されるもの以外

 その他 減債基金及び財政調整基金以外の基金

 徴収不能引当金 投資その他の資産のうち、徴収不能実績率などにより算定した引当金

 流動資産 資産のうち、通常 1 年以内に現金化、費用化できるもの

 現金預金 現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物

 未収金 現年度に調定し現年度に収入未済のもの

 短期貸付金 貸付金のうち、翌年度に償還期限が到来するもの

 基金 財政調整基金及び減債基金のうち流動資産に区分されるもの

 財政調整基金 財政の健全な運営のための積立金

 減債基金 地方債の償還のための積立金

 棚卸資産 売却を目的として保有している資産

 その他 上記及び徴収不能引当金以外の流動資産

 徴収不能引当金 未収金などのうち回収の見込みがないと見積もった金額

 【負債の部】

 固定負債 支払期限が 1 年を超えて到来する負債

 地方債等 地方債のうち償還予定が 1 年超のもの

 
長期未払金

債務負担行為で確定債務とみなされるもの及びその他の確定債務のうち流動負

債に区分されるもの以外のもの

 
退職手当引当金

年度末に全職員が自己都合で退職した場合に支払うべき金額から、外部に積み

立てている金額を差し引いた金額

 
損失補償等引当金

第三セクターなどの債務のうち、将来自治体の負担となる可能性があると見積

もった金額

 その他 上記以外の固定負債

 流動負債 支払期限が 1 年以内に到来する金額

 1 年内償還予定地方債等 地方債のうち、翌年度償還を予定しているもの

 未払金 支払義務が確定している金額

 未払費用 支払義務が到来していないが、既に提供された役務に対して未払いの金額

 前受金 代金の納入は受けているが、これに対する義務の履行を行っていない金額

 前受収益 未だ提供していない役務に対して支払いを受けている金額

 賞与等引当金 翌年度支払いが予定されている賞与などのうち、当年度負担分の金額

 預り金 第三者からの預り金

 その他 上記以外の流動負債

 【純資産の部】

 
固定資産等形成分

資産形成のために充当した資源の蓄積、自治体が調達した資源を充当して資産

形成を行った場合で、その資産の残高（減価償却累計額の控除後）

 余剰分（不足分） 自治体の費消可能な資源の蓄積をいい、原則として金銭の形態で保有



- 17 - 

●行政コスト計算書 
 勘定科目 内容説明

 経常費用 毎会計年度、経常的に発生する費用

 業務費用 人件費、物件費等、その他の業務費用

 人件費 職員給料などの人にかかる費用

 職員給与費 職員などに対しての勤労の対価や報酬として支払われる費用

 賞与等引当金繰入額 賞与等引当金の当該年度発生額

 退職手当引当金繰入額 退職手当引当金の当該年度発生額

 その他 上記以外の人件費

 物件費等 物件費、維持補修費、減価償却費など

 物件費 職員旅費、委託料、消耗品費など

 維持補修費 資産の機能維持のために必要な修繕費など

 減価償却費 使用や時間の経過に伴う資産の価値減少額

 その他 上記以外の物件費など

 その他の業務費用 支払利息、徴収不能引当金繰入額など

 支払利息 地方債などにかかる利息負担金額

 徴収不能引当金繰入額 徴収不能引当金の当該年度発生額

 その他 上記以外の業務費用

 移転費用 経常的に発生する非対価性の支出

 補助金等 政策目的による補助金など

 社会保障給付 社会保障給付としての扶助費など

 他会計への繰出金 他会計への繰出金

 その他 上記以外の移転費用

 経常収益 毎会計年度、経常的に発生する収益

 使用料及び手数料 使用料、手数料の形で徴収する金銭

 その他 上記以外の経常収益

 純経常行政コスト 毎会計年度、経常的に発生する行政コスト（経常費用－経常収益）

 臨時損失 臨時に発生する費用

 災害復旧事業費 災害復旧にかかる費用

 資産除売却損 資産を除却・売却して損失が発生した場合の金額

 投資損失引当金繰入額 投資損失引当金の当該年度発生額

 損失補償等引当金繰入額 損失補償等引当金の当該年度発生額

 その他 上記以外の臨時損失

 臨時利益 臨時に発生する利益

 資産売却益 資産を売却した際に、売却額が帳簿価格を上回る金額

 その他 上記以外の臨時収益

 純行政コスト 純経常行政コスト＋（臨時損失－臨時収益）
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●純資産変動計算書 

 

 勘定科目 内容説明

 前年度末純資産残高 前年度末の純資産の残高

 純行政コスト（△） 行政コスト計算書で計算された費用

 財源 純資産の財源をどのように調達したかの分類

 税収等 地方税、地方交付税及び地方譲与税など

 国県等補助金 国庫支出金及び都道府県支出金など

 本年度差額 純行政コスト＋財源

 
固定資産等の変動（内部変動）

有形固定資産等の増加や減少、貸付金・基金等の増加や減少

を再掲

 

有形固定資産等の増加

有形固定資産及び無形固定資産の形成による保有資産の増加

額または有形固定資産及び無形固定資産の形成のために支出

した金額

 

有形固定資産等の減少

有形固定資産及び無形固定資産減価償却費相当額及び除売却

による減少額、または有形固定資産及び無形固定資産の売却

収入（元本分）、除却相当額及び自己金融効果を伴う減価償却

相当額

 
貸付金・基金等の増加

貸付金・基金等の形成による保有資産の増加額または新たな

貸付金・基金等のために支出した金額

 
貸付金・基金等の減少

貸付金の償還及び基金の取崩などによる減少額または貸付金

の償還収入及び基金の取崩収入相当額

 資産評価差額 有価証券などの評価差額

 無償所管換等 無償で譲渡、または取得した固定資産の評価額

 その他 上記以外の純資産及びその他内部構成の変動

 
本年度純資産変動額

「本年度差額」「資産評価額」「無償所管換等」「その他」を増

減した金額

 
本年度末純資産残高

「前年度末純資産残高」に「本年度純資産変動額」を増減し

た金額
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●資金収支計算書 

 

 

 勘定科目 内容説明

 【業務活動収支】

 業務支出 自治体の運営上、毎年度経常的に支出されるもの

 業務費用支出 人件費、物件費、支払利息などの支出

 人件費支出 議員報酬、職員給料、退職金などの支出

 物件費等支出 物品購入費、維持修繕費、業務費などの支出

 支払利息支出 地方債などに係る支払利息の支出

 その他の支出 上記以外の業務費用支出

 移転費用支出 経常的に発生する非対価性の支出

 補助金等支出 各種団体への補助金などに係る支出

 社会保障給付支出 生活保護費などの社会的給付に係る支出

 他会計への繰出支出 他の会計への繰出に係る支出

 その他の支出 上記以外の移転支出

 業務収入 行政運営上、毎年度経常的に収入されるもの

 税収等収入 住民税や固定資産税などの収入

 国県等補助金収入 国県等からの補助金のうち、業務支出の財源に充当した収入

 使用料及び手数料収入 使用料及び手数料の収入

 その他の収入 上記以外の業務収入

 臨時支出 災害復旧事業費などの支出

 災害復旧事業費支出 災害復旧事業費に係る支出

 その他の支出 災害復旧事業費以外の臨時支出

 臨時収入 臨時にあった収入

 業務活動収支 （「業務収入」－「業務支出」）+（「臨時収入」－「臨時支出」）

 【投資活動収支】

 投資活動支出 投資活動に係る支出

 公共施設等整備費支出 有形固定資産等形成に係る支出

 基金積立金支出 基金積立に係る支出

 投資及び出資金支出 投資及び出資金に係る支出

 貸付金支出 貸付金に係る支出

 その他の支出 上記以外の投資活動支出

 投資活動収入 投資活動に係る収入

 国県等補助金収入 国県等補助金のうち、投資活動支出の財源に充当した収入

 基金取崩収入 基金取崩による収入

 貸付金元金回収収入 貸付金に係る元金回収収入
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 勘定科目 内容説明

 資産売却収入 資産売却による収入

 その他の収入 上記以外の投資活動収入

 投資活動収支 「投資活動収入」－「投資活動支出」

 【財務活動収支】

 財務活動支出 地方債償還に係る支出など

 地方債等償還支出 地方債に係る元本償還の支出

 その他の支出 地方債償還支出以外の財務活動支出

 財務活動収入 地方債発行による収入など

 地方債等発行収入 地方債発行による収入

 その他の収入 地方債発行収入以外の財務活動収入

 財務活動収支 「財務活動収入」－「財務活動支出」

 本年度資金収支額 「業務活動収支」+「投資活動収支」+「財務活動収支」

 前年度末資金残高 前年度末の資金残高

 本年度末資金残高 「前年度末資金残高」+「本年度資金収支額」

 前年度末歳計外現金残高 前年度の歳計外現金残高

 本年度歳計外現金増減額 本年度の歳計外現金の増減額

 本年度歳計外現金残高 「前年度歳計外現金残高」+「本年度歳計外現金増減額」

 本年度現金預金残高 「本年度資金残高」+「本年度歳計外現金残高」
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７ 注記（一般会計等） 

 

1 重要な会計方針 

 

⑴  有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法 

① 有形固定資産････････････････････････････････取得価額 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

取得価額が判明しているもの････････････････取得価額  

取得価額が不明なもの･･････････････････････再調達価額 

ただし、取得価額が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額 1 円としています。 

 

② 無形固定資産････････････････････････････････取得価額 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

取得価額が判明しているもの････････････････取得価額 

取得価額が不明なもの･･････････････････････再調達価額 

 

⑵  有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法 

①  満期保有目的以外の有価証券 

市場価格のないもの･････････････････････････取得価額 

 

②  出資金 

市場価格のないもの･････････････････････････出資金額 

ただし、実質価額の低下割合が 30 ％以上である場合、強制評価減を行っています。 

 

⑶  棚卸資産の評価基準及び評価方法 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律施行規則第 4 条第 2 項各号に掲げる方法 

 

⑷  有形固定資産等の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除きます。）･･･････定額法 

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

建物 3 年～50 年 

工作物 6 年～75 年 

物品 3 年～15 年 
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② 無形固定資産（リース資産を除きます。）･･･････定額法 

　　　なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

ソフトウェア 5 年 

 

③  所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

（リース期間が 1 年以内のリース取引及びリース契約 1 件あたりのリース料総額が 

50 万円未満のファイナンス・リース取引を除きます。　） 

････････････自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法 

 

⑸ 引当金の計上基準及び算定方法 

① 投資損失引当金 

市場価格のない投資及び出資金のうち、連結対象団体（会計）に対するものについて、

実質価額が著しく低下した場合における実質価額と取得価額との差額を計上していま

す。 

 

② 徴収不能引当金 

未収金及び長期延滞債権については、過去 5 年間の平均不納欠損率により、徴収不能

見込額を計上しています。 

 

③ 退職手当引当金 

退職手当債務から組合への加入時以降の負担金の累計額から既に職員に対し退職手当

として支給された額の総額を控除した額に、組合における積立金額の運用益のうち益

田市へ按分される額を加算した額を控除した額を加算して計上しています。 

 

④ 損失補償等引当金 

履行すべき額が確定していない損失補償債務等のうち、地方公共団体の財政の健全化に関

する法律に規定する将来負担比率の算定に含めた将来負担額を計上しています。 

 

⑤ 賞与等引当金 

翌年度 6 月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の

見込額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。 
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⑹ リース取引の処理方法 

①　ファイナンス・リース取引 

ア　所有権移転ファイナンス・リース取引（リース期間が 1 年以内のリース取引及

びリース料総額が 50 万円未満のファイナンス・リース取引を除きます。　） 

通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

イ　ア以外のファイナンス・リース取引 

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

 

②　オペレーティング・リース取引 

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

 

⑺　資金収支計算書における資金の範囲 

現金（要求払預金） 

なお、現金（要求払預金）には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含

んでいます。 

 

⑻　その他財務書類作成のための基本となる重要な事項 

①　物品及びソフトウェアの計上基準 

物品については、取得価額または見積価格が 50 万円（美術品は 300 万円以上）の場

合に資産として計上しています。 

ソフトウェアについても物品の取扱いに準じています。 

 

②　上記以外の固定資産の計上基準 

建物や工作物など物品以外の資産についても原則として取得価額または再調達価額が 

50 万円以上の場合に資産として計上しています。また、土地については、建物・工作

物・物品等の償却資産とは異なり、非償却資産であることから、原則として全ての土地

について、資産として計上しています。 

 

③　資本的支出と修繕費の区分基準 

資本的支出と修繕費の区分基準については、金額が 50 万円未満であるとき、または法

人税基本通達により資産計上に該当しないと判定したときに修繕費として処理していま

す。 
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2 重要な会計方針の変更等 

 

重要な会計方針の変更等はありません。 

 

3 重要な後発事象 

 

⑴　主要な業務の改廃 

①　令和 6 年度で市有林事業特別会計が廃止となります。 

 

　②　令和 7 年度より介護保険特別会計の一部事業を一般会計で行います。 

 

4 偶発債務 

 

該当の債務はありません。 

 

5 追加情報 

 

⑴ 財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項 

①　一般会計等財務書類の対象範囲は次のとおりです。  

一般会計 

市有林事業特別会計 

 

②　普通会計の対象範囲のうち、土地区画整理事業特別会計（道路事業のみ）については、

一般会計等の対象範囲には含まれません。また、一般会計で実施する介護サービス事業

については、普通会計の対象範囲には含まれていませんが、一般会計等の対象範囲には

含まれます。 

 

③　地方自治法第 235 条の 5 に基づき出納整理期間が設けられている会計においては、出

納整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数として

います。 

 

④　百万円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。 
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⑤　地方公共団体の財政の健全化に関する法律に基づく健全化判断比率の状況は、次のとお

りです。  

実質赤字比率 － ％ 

連結実質赤字比率 － ％ 

実質公債費比率 9.8 ％ 

将来負担比率 63.3 ％ 

 

⑥　利子補給等に係る債務負担行為の翌年度以降の支出予定額　　0 百万円 

 

⑦　繰越事業に係る将来の支出予定額 

繰越明許費（地方自治法第213条）　　         　1,231 百万円 

 

⑵ 貸借対照表に係る事項 

①  売却可能資産の範囲及び内訳は、次のとおりです。 

ア　範囲 

「現に公用もしくは公共用に供されていない公有財産（一時的に賃貸している場合

を含む）」、「売却が既に決定している、または、近い将来売却が予定されている

と判断される資産」のいずれかに該当する資産のうち、「庁内組織において売却予

定とされている公共資産」 

 

イ　内訳 

事業用資産 464 百万円（ 135 百万円）  

土地 　  464 百万円（ 135 百万円） 

 

令和 7年 3月 31日時点における売却可能価額を記載しています。 

売却可能価額は、地方公共団体の財政の健全化に関する法律における評価方法によ

っています。 

上記の（ 135 百万円）は貸借対照表における簿価を記載しています。 
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②　地方公共団体の財政の健全化に関する法律に基づく将来負担比率の算定要素は、次のと

おりです。 

標準財政規模　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　15,394 百万円 

元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額　 2,393 百万円 

将来負担額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　37,264 百万円 

充当可能基金額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 6,411 百万円 

特定財源見込額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　615 百万円 

地方債現在高等に係る基準財政需要算入見込額　　　　　21,996 百万円 

 

③ 地方自治法第 234 条の 3 に基づく長期継続契約で貸借対照表に計上されたリース債務

金額　　642 百万円 

 

⑶　純資産変動計算書に係る事項 

純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不足分）の内容 

①　固定資産等形成分 

固定資産の額に流動資産における短期貸付金及び基金等を加えた額を計上しています。 

 

②　余剰分（不足分） 

純資産合計額のうち、固定資産等形成分を差し引いた金額を計上しています。 

 

⑷　資金収支計算書に係る事項 

①　業務・投資活動収支　　1,327 百万円 

 

②　既存の決算情報との関連性 

 

 
 

 

 

 

 

 収入（歳入） 支出（歳出）

 歳入歳出決算書  29,643百万円 29,006百万円

 財務書類の対象となる会計の範囲の相違に伴う差額 34百万円 34百万円

 繰越金に伴う差額 △1,137百万円 －

 決算整理 △27百万円 －

 内部相殺 △21百万円 △21百万円

 資金収支計算書 28,492百万円 29,019百万円
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地方自治法第 233 条第 1 項に基づく歳入歳出決算書は「一般会計」を対象範囲としてい

るのに対し、資金収支計算書は「一般会計等」を対象範囲としているため、歳入歳出決算

書と資金収支計算書は市有林事業特別会計の分だけ相違します。 

歳入歳出決算書では繰越金を収入として計上しますが、公会計では計上しないため、その

分だけ相違します。 

 

③　資金収支計算書の業務活動収支と純資産変動計算書の本年度差額との差額の内訳  

資金収支計算書 

業務活動収支  2,230 百万円 

投資活動収入の国県等補助金収入  423 百万円 

投資活動収入のその他の収入  15 百万円 

財務活動収入のその他の収入  149 百万円 

未収債権の増減額  13 百万円 

その他流動負債の増減額　　　　　　　　  　△0 百万円 

その他流動資産の増減額　　　　　　　　   0 百万円 

減価償却費  △3,307 百万円 

賞与等引当金増減額  △14 百万円 

退職手当引当金増減額  35 百万円 

徴収不能引当金増減額　　　　　　　       △5 百万円 

有価証券等の強制評価減  △7 百万円 

棚卸資産の増減額　　　　　　　　　　　 △0 百万円 

基金の増減額  △2 百万円 

資産除売却損益  16 百万円 

純資産変動計算書の本年度差額 　　　 △455 百万円 

 

④　一時借入金 

資金収支計算書上、一時借入金の増減額は含まれていません。 

なお、一時借入金の限度額及び利子額は次のとおりです。 

一時借入金の限度額　　　　3,500 百万円 

一時借入金に係る利子額　　　　3 百万円


